
入力にあたっての留意点

←この色の部分は、入力が可能なセルです。

←この色の部分は、プルダウンにより選択いただけます。

その他の部分は、基本的に自動計算により処理しています。

（全て入力をしないと正しい数値が表示されませんので、入力漏れにご注意ください。）

行が不足する等、修正が必要な場合はシートの保護を解除していただくことも可能です。

ただし、自動計算用の数式が消える可能性がありますので、行の削除は行わないでください。

・シートの保護を解除する場合

「校閲」→「シートの保護の解除」

作業が終わりましたら、念のため再度シートの保護をしてください。

・シートを保護する場合

「校閲」→「シートの保護」→ＯＫ　　　

※この際に、パスワードは設定しないでください。



横浜市内装整備費補助事業申込書　添付書類一覧

提出

1 法人の履歴事項全部証明書、定款又は寄附行為 申請日３か月以内のもの □

2 法人の事業概要資料 現在行っている事業の概要がわかるパンフレット等 □

・社会福祉法人のみ

・指導があった場合は、改善報告書も併せて提出

4 役員名簿 資料１ □

5 役員の履歴書 資料２ □

7 施設の運営内容を紹介するパンフレット 利用料金案内や子育て支援事業の資料 □

（分園、増築の場合）既存施設との位置関係

配置図 道路の位置、屋外遊戯場の設置場所を含む □

平面図・立面図 保育室面積及び園庭面積を記載すること □

現況写真・既存建物図面 既存改修の場合は、現況写真及び現況平面図 □

・賃料及び賃貸借期間が明記されたもの

建築確認手続き完了を証する書類 建築確認済証及び検査済証（新築の場合は省略可） □

施設長の履歴書 資料４ □

主任保育士の履歴書 資料５ □

施設長・主任保育士の資格証明書の写し 保育士資格、幼稚園教諭免許　等 □

・耐震診断報告書(耐震判定機関等により耐震診
断の評価を受け、新耐震基準を満たしていること
が確認できる報告書)
・報告書から新耐震基準を満たしていることが確
認できない場合は、耐震判定機関等により耐震
改修計画の評価を受けた耐震化工事が完了した
こと、又は完了する見込みであることがわかる書
類等

15

□

職員の配置計画

14 昭和56.5.31以前に建築確認済証が交付され着工した
建物又は昭和56.6.1以降で検査済証の交付を受けて
いない建物の場合のみ

3

8

6

最寄りの鉄道駅からの経路、整備予定地周辺状況、
整備予定地の土地の形状が分かるもの

・土地と建物の所有者が異なる場合は、土地・建物の
賃貸借契約書等がそれぞれ必要です。

土地・建物賃貸借契約書等（合意書可）

現在の内容と相違が無いもので、直近３か月以内発
行のもの

土地・建物の全部事項証明書・公図

近隣説明、建築確認等手続き、実施設計審査等入札
関係、工事工程、開所準備等を記載

開所までのスケジュール

□

9

10

11

12

13

□

□

□

□

□

位置図・案内図

物件概要

福祉サービス第三者評価以外に実施している場合
は、そのアンケートの内容及び結果の分かる資料を
提出。
（結果を集計したものを提出すること。個人情報が特
定できる書類は、個人が特定できないようにするこ

利用者アンケート

備考

運営法人

法人概要

運営施設

事業計画

児童福祉法第35条第5項第4号の規定に該当しな
い旨の誓約書

母体となる施設が実施している場合提出。実施中又
は開所までに実施予定の場合は、その旨が確認でき
る書類

保育の内容等の自己評価の結果
及び福祉サービス第三者評価の結果報告書

母体施設の直近４か年の施設監査結果通知
（幼稚園の場合は直近２回分）

添付書類

□

□資料３

□

直近６か年の法人立入検査の状況

指導があった場合は、改善報告書も併せて提出

※令和３年度募集から市に提出する申込書の押印は不要となりまし



防火責任者予定者の資格証明書の写し 取得している場合 □

17 職員配置の考え方等について 資料６ □

16 施設長の初任保育所長研修会受講修了証の写し
厚生労働省が主催又は委託して開催される初任保育
所長研修会を既に受講し、修了している場合

□



決算報告書チェックリスト 資料８ □

直近３か年の決算報告書 法人全体の決算書（事業区分、拠点区分は提出不要） □

直近３か年の人員表 資料９ □

当該年度の収支予算書（法人全体） 事業申込年度の法人全体の収支予算書 □

改修工事等にかかる補助金額の算出資料 資料10 □

（記載事項） *①整備費用の自己資金分、

・整備事業への申請についての承認 ＋（社会福祉法人以外の場合）②運営費１か月分、

・資金計画についての承認 ③賃貸物件の場合は賃料２年分相当

財源充当確認書 資料11 □

残高証明書 申請日１か月以内のもの □

贈与契約書 資料12 □

寄付金額に相当する分の通帳等だけで結構です。

寄付元法人の履歴事項全部証明書、定款 申請日３か月以内のもの □

理事会（取締役会）議事録 当該法人の預金引き当てについて記載してください。 □

財源充当確認書 資料11 □

贈与契約書 資料12 □

残高証明書 申請日１か月以内のもの □

寄付元法人の直近の決算書 ３年分 □

借入金償還計画表 資料13 □

賃借料補助金計算書 □

賃借料補助事業貸主確認書 □

□

19

18 屋外活動に関する計画書 □

□

資料７（屋外遊戯場の緩和を適用する場合は必要で
す。）

工事費、設計費及び工事監理費、備品費及び大型遊
具費、開設準備期間中の事務費用等の見積書・購入
予定一覧　等

財務状況・資金計画

財源内訳①（法人預金の場合）

財源内訳④（借入金の場合）

財源内訳③（寄付金の場合：他法人の寄付）

25

借入金の償還財源の場合。（給与所得者は「源泉徴
収票」、確定申告対象者は「確定申告書の写」を添
付）

□

23

□

財源内訳②（寄付金の場合：個人の寄付）

□

20
各費用の積算根拠となる資料

26

借入予定先との折衝状況説明書

資料14

21

22

整備費用及び認可時に必要な資金(*)の充当方法を
記載。（法人預金の充当額、借入先・借入金額など）

折衝状況の経緯等（日時、折衝先、担当者、借入予定
金額を記載してください。）

24

（通帳が複数となる場合には、口座と金額をまとめた
一覧も添付してください。）

理事会（取締役会）の議事録

預金通帳等の写し

年間賃借料の財源内訳

寄付者（甲）及び連帯保証人（丙）の収入を明示
する証書類



申込書類作成イメージ

■事業申込書、添付資料のうち資料１～14については、Ｅｘｃｅｌデータのままご提出ください。

■その他の添付資料については、ＰＤＦデータでご提出ください。

※　データのファイル名は、「添付資料の番号-添付資料の名前（施設名）」　としてください。

※　ＰＤＦデータは添付資料の項目ごとに原則１ファイルとしてください。

資料の内容が年度などで分かれている場合は、「しおり」機能を用いて、区切りが分かるようにしてください。

例） 19-直近３か年の決算報告書（○○保育園）

※ ファイル名

※ しおり



（第１号様式）

年 月 日

横　浜　市　長

〒 TEL

　児童福祉施設（保育所）の設置認可について、横浜市民間保育所設置認可・確認等要綱

第18条第１項の規定に基づき、事業計画書を添えて事前協議します。

6 年 4

事業名

自主財源整備事業

建設費補助事業

内装整備費補助事業

横浜保育室認可移行事業 ※該当の整備手法に○をしてください。

※希望する事業の区分に○をしてください。

　

○

分園整備

○ 増床・増築・改修

保育所の設置場所 横浜市中区尾上町１－８　関内新井ビル
地番

住居表示

区分 区分 整備手法

　 ○ 新設

代表者職氏名
フ リ ガ ナ

横浜
ヨコハマ

　太郎
タロウ

印

児童福祉施設（保育所）設置認可事前協議書

開所年度 令和 月開所

令和

法人名称
フ リ ガ ナ

社会福祉法人
シャカイフクシホウジン

○○会
カイ

所在地
フ リ ガ ナ

231-0017 045-671-2398

横浜市
ヨコハマシ

中区
ナカク

港町
ミナトマチ

1-1

押印は不要となりました。



計画概要書：別紙のとおり

連絡先

号

号

○ 有 無 ○ 有 無 ）本市での保育所設計実績 （他都市での保育所設計実績

電話番号 045-123-4567 ＦＡＸ番号 045-123-4567

担当Ｅﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ abc-123@def.jp

設計事務所名 （株）○○設計室 登録番号第 1234567654321

設計担当 神奈川　太郎 登録番号第 12345676543210

電話番号 045-671-2398 ＦＡＸ番号 45-550-3607

担当Ｅﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ kd-koseibi@city.yokohama.jp

担当部署名 こども施設整備課 担当者名 横浜　花子

mailto:abc-123@def.jp
mailto:kd-koseibi@city.yokohama.jp


１（１）概要

線 駅 から徒歩 2 分 ｍ）

からバス 分

ｍ）

○ 造 階建 ㎡）

年 月～ 年 月）

※整備計画地の周辺に、「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律第２条」にあたる営業所が所在しないか確認のうえ、記入してください。

※整備計画地が「土砂災害防止法第９条」に規定された土砂災害特別警戒区域

若しくは土砂災害警戒区域指定の有無を確認のうえ、記入してください。

7 時 00 19 時 00

7 時 00 19 時 00

7 時 30 18 時 30

7 時 30 18 時 30

8 時 30 16 時 30

8 時 30 16 時 30

○ 地域のニーズに応じて実施

○ 地域のニーズに応じて実施

7 時 00 19 時 00

7 時 00 19 時 00

時 時

○ 生後 から

から まで

○ 地域のニーズに応じて実施

7 時 00 19 時 00

7 時 00 19 時 00

時 時

○ 地域のニーズに応じて実施

時 時

○ 地域のニーズに応じて実施

○

○ その他

５歳

分から

分から

（建物規模：

（解体時期：

鉄骨

日曜

（11時間）

保育短時間

（８時間）

計 画 概 要 書

横浜市中区尾上町１－８　関内新井ビル

別紙１のとおり

桜木町

32 XXXX

　更地

　既存建物あり

JR

整備予定地

保育所の
名称

事業計画の
動機及び目的

整備予定地
の状況

現　況

周辺の
営業所

土砂災害特
別警戒区域
（レッドゾー

ン）

　無し

生後

実施

最寄りの
鉄道駅

160

分まで

分から 分まで

分から

平日

土曜

日曜

土曜 分から

実施

時間 分から

分から

保育標準時間

分まで

献立作成

保育時間

給食

保育内容

障害児保育

一時保育

地域子育て
支援

延長保育

休日保育

分から 分まで

分まで

分まで

分まで

分まで

地域のニーズに応じて実施産休明け保育

受け入れ年齢

平日

土曜

平日

土曜

平日

調理員

開所時間

（11時間以上）

土曜

分まで

保育所運営
の理念

保育時間
受入児童

保育内容等

実施

５７日

分まで

分まで

５７日

分から

実施

分まで分から

内容 園庭開放、育児相談

分から

(仮称) 横浜○○保育園

　指定無し

（駅から約

（バス停 から約

実施

実施

分から

分まで

平日

外部委託

外部委託

栄養士配置

自園

分から



（２）施設構造等

増

㎡

㎡

㎡

○ 貸与 R3 年 4 月～ R○ 年 ○ 月

貸与 年 月～ 年 月

貸与 年 月～ 年 月

新設の場合

※定員構成については、区役所こども家庭支援課へ確認の上、計画してください。

既存園の改修の場合

保育室面積

㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡

個 個

個 個

事務室 15

保育室

乳児室（0,1歳）

幼児室（2～5歳）

現定員

新定員

定員増

０歳

その他の必要設備等（壁芯面積）

116.42

（定員×3.3㎡）

（定員×1.98㎡）

36.3

５歳 幼児計 合計

人

大便器大便器

小便器 小便器

便器の数
※大便器は幼児10人

につき１個以上
7

5

3

0

乳幼児用 大人用

医務室 2

１歳

調理室

有償 期間：

期間：

期間：

更衣室 9 休憩室 10 一時保育室

各室面積等

30

㎡

15

㎡97.02

計画面積（有効面積）基準上必要な面積

㎡

㎡

43.56

認可定員

人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人

60人13人 13人 49人

４歳

人 人

０歳 １歳 乳児計 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 幼児計 合計

保育所

併設施設

計

3人 8人 11人

乳児計 ２歳 ３歳

土地（園庭含む）

土地（園庭のみ）

建 物

10人 13人定員

延床面積

所属階○

土地及び建
物の所有関

係

※併設施設とは、同一建物内の保育所以外をいう。

（共同住宅、店舗、事務所　等）

有 　共同住宅、店舗

ＲＣ造 鉄骨造 木造

自己所有

併設施設の
有無

保育所と併設施設の割合

自己所有

自己所有

100%

18%

83%

350.00

1,650

2,000

㎡2000
㎡

㎡

175.00建築面積

（増築の場合）
延床面積

築年月令和３年３月完成

分園

割合区分

階建の

階部分

地上３２

1,2

令和２年10月着工

増築既存改修

整備計画 平成○年３月完成

敷地面積 250 ㎡

建物の構造

※定員構成は、在籍児童の年齢が繰り上がった際に、受け入れできる設定としてください。

整備区分

その他

○ 新築（改修） その他



○ 耐火建築物 耐火建築物 耐火建築物

○ 屋内階段 屋内（避難）階段 屋内（避難）階段

屋外階段 屋外階段 屋外（避難）階段

屋外階段 屋外階段 屋外（避難）階段

○ 屋内（避難）階段 屋内（避難）階段 屋内（避難）階段

バルコニー

㎡（庇部分は面積から除外） 無（基準面積確保）

設置場所 ○ 全て地上 ○ １／２緩和

一部屋上 プール遊び場

全て屋上

※園庭面積の緩和を求める場合は、必ず記載してください。

㎡） ○

保育園から約 分） ○

※園児の徒歩60ｍ／分とし、５分以内（300ｍ以内）であること。

○ 有（ 台） 無 ○ 有（ 台） 無

○ 所有者（ ） 保育所運営法人

所有者（ ） ○ 保育所運営法人

○ 市街化区域 市街化調整区域

無 建築協定等 無

／

項） ｍ1 25

屋外傾斜路等（耐火） 屋外傾斜路（耐火）

ｍ（園児が歩いて約

建築基準法の位置付け（第42条 前面道路の幅員

有
横浜公園名称

100 2
近隣公園

（面積

商業 地域

宅地

800% 80%

整備費負担

地域地区等

容積率/建蔽率用途地区

地目

駐輪場の有無 5

建物工事

内装工事

街づくり協議地区等

株式会社○○

3駐車場の有無

園庭面積 面積緩和の有無

100

２階の場合 ３階の場合 ４階以上の場合

建物構造等

保育室等の設置階

建物構造

常用

避難用

二方向避難
経路 屋外傾斜路（準耐火）

63,788 トイレ

手洗い場

準耐火建築物（イ）

取付道路状況



２　現在、運営している施設

設置年月日
福祉サービス第三
者評価受審の有

無

年間償還額
（千円）

2015年4月1日 2000千円
○○幼稚園

60名

保育所

種別
施設名
（定員）

所在地

神奈川県横浜市中区

港町１－１

認可外保育施設 ○○保育施設 神奈川県横浜市中区

港町１－２

神奈川県横浜市中区

港町１－３

その他 ○○乳児室
2019年4月1日 ０千円

乳幼児一時預かり事業 19名
無

19名
2016年4月1日 ０千円

有 2017年4月

無



別紙１

どのような保育所にするのか、以下に具体的な事項を記入してください。

（１）職員の配置及び採用計画について

（２）地域交流、子育て支援等について

（３）園活動に伴う周辺の環境への配慮について

事業計画の動機及び目的



（４）施設運営に関する工夫について

（５）当該整備地の周辺状況・地域性について



別紙２

年 4 月開園

7 時 00 19 時 00

7 時 00 19 時 00

※別途、費用徴収しているもの（主食代など）がありましたら、ご記入ください。

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 常勤 非常勤

3 1人 人

9 8人 4人

9 3人 4人

13 1人

13

13 13人 8人

3 9 9 13 13 13

常勤職員（上記①に記入した職員）の実務経験年数別の人数を下記表に記入してください。

貴園での経験に限らず、これまでの経歴もふまえた通算年数とします。

※　職員配置にあたり、配慮又は工夫している点など

〇 （ 〇 ）

〇

〇

〇

4人

2人 1人 3人

2人 1人 3人

2人 2人

運営施設（認可保育所・横浜保育室等）状況

その他の事業 未実施 実施内容：

常勤 非常勤 計

1人 2人 3人

2015

※未実施の場合その理由：

4人 4人 8人

保育所名 ○○保育園

所在地 神奈川県横浜市中区港町１－１

定員
１歳 ２歳 ３歳 ４歳 合計 ※基準上必要な保育士数

9人 9人 13人 13人 60人 人

０歳 ５歳

3人 13人

現員 9人 9人 13人 13人 13人 60人 (横浜市基準）3人

職員数

施設長 主任保育士 保育士 保育補助
保健師
看護師

栄養士 調理員 事務その他 計

常勤 1人 1人 8人 3人 1人 1人 2人 1人 18人

非常勤

開所時間

平日 分から 分まで

土曜 分から 分まで

休園日 日曜、祝祭日

実施事業

長時間保育事業 未実施

障害児保育事業 実施 ※未実施の場合その理由：

一時保育事業 実施

産休明け保育事業 実施 ※未実施の場合その理由：

休日保育事業 未実施 ※未実施の場合その理由： 地域のニーズが低いため

子育て支援事業
（実施の場合は、実施内容が

分かる資料を添付。）

実施
実施内容： 育児相談、園庭開放、給食体験

※未実施の場合その理由：

費用徴収 主食費1500円/月、教材費5,000円

クラス別職員
配置状況

※施設長を除
き、保育に従事
する職員につい

て記入。

クラス名
児童数 職員配置 保育に従事する職員数

主任保育士

保育士

保育補助

看護師等

1人 1人 2人 その他

1人 1人 2人 計

1人 1人

1人 1人

フリー等 2人 2人

一時保育担当

障害児担当

計 13人 8人 21人

保育士等の
勤続年数

１年未満 １～３年未満 ３～５年未満 ５～10年未満 10年以上 計（＝①）

2人 2人 4人 3人 2人 13人

保育における
ICT導入状況

導入している 独自のイントラネットシステム 専用ソフト・アプリ等

導入していない

機
能

保育に関する計画・記録 導入している 導入していない １年以内に導入予定

園児の登園及び降園管理 導入している １年以内に導入予定

保護者との連絡 導入している 導入していない １年以内に導入予定

①

①

①

①

①

①

①

①

①

①



３　施設長予定者（年齢基準日：開所日時点）

○

施設

○ その他 職名

４　職員の配置及び採用計画（年齢基準日：開所日時点）

基準上必要な保育士数：国基準 5人 市基準 7人

40

30

49

５　苦情解決体制　

６　防火責任者予定者

職員６～７

保育士 職員１

保育士 職員２

保育士 職員３～５

事務 ○○　○○

調理員

職員１０栄養士

職員８～９保育補助

H29.11

調理員

15～20年 無 H25.4

３～５年 保育士

無し 保育士

５～10年 栄養士

常勤

常勤

常勤

常勤

非常勤

常勤

常勤

異動

異動

主任保育士

常勤/異動/

異動

異動

中途採用

異動 常勤

H28.4

５～10年 保育士 H27.4

５～10年 保育士 R2.10

確保の
見込み時期

主な福祉歴

○○保育園

主任保育士

氏名（年齢） 住所 資格 現職

横浜　太郎

50歳

横浜市中区
港町１－１

保育士

横浜　太郎 有

　氏名 資格の有無等

職員の中から苦情受付担当者を任命してください。

苦情解決の責任主体を明確にするため、施設長、理事長等を解決責任者としてください。

苦情解決を円滑・円満に図ることができる人とし、複数人設置してください。（社会福祉士、大学教授、弁護士等）

受付担当者

解決責任者

第三者委員①

外部委託

第三者委員②苦情解決を円滑・円満に図ることができる人とし、複数人設置してください。（社会福祉士、大学教授、弁護士等）

幼稚園教諭

社会福祉主事

新規採用 非常勤
職名 氏名 年齢 実務経験年数 資格

中途採用

認可保育所　○年
（施設長○年、主任○年）

15～20年 保育士 H25.4○○　○○

新卒者 R2.8

１～３年 保育士 R2.12

保育士



７　近隣説明に関する計画

今回の施設整備にあたっての近隣への対応や配慮の考え方

※申請前に必ず実施すること

✔ 区への連絡

✔ 自治会町内会長への連絡 ※対応方法に○をつけてください。

連絡日： 【　電話　/　訪問　/　その他 　　　　　　　　　　　　）】

✔ 近隣住民への説明

保育所整備についての要望・意見等　※説明資料、議事録等が有れば添付。

近隣説明会 個別訪問 ポスティング その他（ ）

※対応方法に○をつけてください。

上記の対応とする理由

対応内容（説明範囲、内容など）

近隣説明会 個別訪問 ポスティング その他（ ）

※対応方法に○をつけてください。

上記の対応とする理由

対応内容（説明範囲、内容など）

工事説明

申請段階

採択後



８　事業費及び資金計画

（１）　事業費内訳

ア　整備費内訳（全て税込で記載）

イ　財源内訳

備品費

うち、休憩室等備品費

2,000,000円

500,000円 ○

補助対象費は、注１の通り

休憩室等備品費加算を適用する場合、記入。
補助対象費は、注２の通り

金額 備考

開所までに要する費用（事務費、人件費等）

（注１）備品は１品５千円以上のものとし、１人当たり実行備品単価（実行備品単価が32,000円を超える場合
は32,000円とする。）に定員を乗じて得た額を補助対象限度額とします。
（注２）休憩室等備品費を適用する場合、実支出額×３/４が補助対象となり、補助限度額は25万円となりま
す。
（注３）大型遊具は１品10万円以上のものとし、補助対象限度額は3,500千円以内とします。

土地

④＝①＋②＋③

土地
建物

建物 3,000,000円

※自己資金：整備を行う法人（本部）の保有する財産（普通預金・当座預金等）から、保育所開園のために
要する整備費に充当する資金です。この資金を保育所開園後に施設会計の借入金として計上し、保育所給
付費等から支出（充当）することは認めません。
※借入金：整備に要する費用を、整備を行う法人以外から借り入れる場合の資金です。借入金の償還を保
育所委託費から行う場合（平成27 年９月３日府子本第254 号、雇児発0903 第６号「子ども・子育て支援法
附則第６条の規定による私立保育所に対する委託費の経理等について」）には、保育・教育運営課との事
前協議が必要になる場合があります。なお、委託費の弾力運用は、一定の要件を満した場合にのみ認めら
れるものであり、当初から償還財源に見込めるものではありません。

工事監理費

大型遊具

小計（①）

その他費用

小計（③）

合計（④）

60,000,000円

4,000,000円

3,000,000円

3,500,000円

72,500,000円

3,000,000円整備期間中の賃借料（②）

開設準備費

土地・建物取得費

改修・増築工事費

設計費

15,000,000円

90,500,000円

保証金・敷金 3,000,000円

0円

2,000,000円

10,000,000円

補助対象金額 備考

○

補助対象費は、注３の通り

補助対象費は、本市の基準による。

補助対象は、補助対象工事費の2.6％を上限

○

元金

　＝④

補助金

自己資金（Ａ）

20,000,000円借入金（Ｂ）

その他

合計

47,500,000円

1,500,000円

90,500,000円

整備期間賃借料に係る自己資金1,500,000円

20,000,000円

工事等に係る補助金

整備期間賃借料に係る補助金

工事等に係る自己資金



（ア）自己資金内訳

（イ－１）借入金内訳

合計 8,726,000円

（注１）社会福祉法人を設立する場合、または社会福祉法人以外の者が認可保育所を設置する場は、施設
の年間事業費（募集要項　参照）の12分の１以上に相当する額を運用財産として有していなければなりませ
ん。
（注２）寄付金については、備考欄に寄付者の氏名を記入してください。

寄付金

その他

金額 備考

法人預金 8,726,000円 ６０名定員

（注１）借入金償還計画表（資料13）を添付してください。
（注２）寄付金を個人から受ける場合には、年間の寄付金額が課税所得の1/4以下としてください。
（注３）丙は連帯保証人です。

（２）運用財産の財源内訳（社会福祉法人、学校法人以外の法人は記入してください。）

合計

寄付金
（注3）

丙
（年齢）

その他

2,200,000円

6,000,000円

前年の課税所得

1,200,000円

1,000,000円

2,200,000円

（注１）元金合計(Ｂ)は、「２(1)イ　財源内訳」の借入金(Ｂ)と一致します。
（注２）借入予定先との折衝状況説明書（折衝状況の経緯等）を添付してください。

（イ－２）借入金の償還財源内訳
（認可保育所の運営実績が１年以上ない場合、または委託費の弾力運用の範囲を超えている場合）

寄付金
（注2）

甲

（年齢）

横浜　花子（○歳）

法人との関係

法人理事

区　　分

法人収益金等

金　　　　額

合計 20,000,000円 2,000,000円 22,000,000円

2,200,000円

0円

○○銀行 20,000,000円 2,000,000円 22,000,000円 10 年

合計

（注１）合計は、「２(1)イ　財源内訳」の自己資金(Ａ)と一致します。
（注２）寄付金については、備考欄に寄付者の氏名を記入してください。

借入先 元金 利息 計 償還年限 年間償還額

21,500,000円 　＝自己資金（Ａ）

法人預金

寄付金

その他

金額 備考

21,500,000円



（３）年間賃借料

ア　年間賃借料内訳（税込で記載）

イ　年間賃借料の財源内訳

※委託費の弾力運用：

ア　当面の賃借料に充てるために必要な資金として保有すべき金額

イ　当面の賃借料に充てるために必要な資金として保有すべき金額の財源内訳

合計 26,400,000円

（注１）合計は、「（４）ア　合計額」と一致します。
（注２）寄付金については、備考欄に寄付者の氏名を記入してください。

（４）当面の賃借料に充てるために必要な資金として保有すべき金額
（社会福祉法人以外の法人は記入してください。）

1,000万円超の場合は年間賃借料相当額
13,200,000円

寄付金 400,000円 横浜　花子

その他

※社会福祉法人以外の者が不動産の貸与を受けて認可保育所を設置する場合は、当面の支払いにあて
るための１年分の賃借料に相当する額と１千万円（１年間の賃借料が１千万円を超える場合は当該１年間
の賃借料相当額）の合計額の資金を安全性が有り、かつ換金性の高い形態（普通預金、定期預金、国債
等）により保有していなければなりません。

金額 備考

法人預金 26,000,000円

合計 26,400,000円

備考年間賃借料

年間賃借料が1,000万円未満の場合は1,000万円

年間賃借料（a)（税込） 13,200,000円

法人収益金等
（認可保育所の運営実績が１年未満、

または委託費の弾力運用の範囲を超えている場合）

（注１）寄付金を個人から受ける場合には、年間の寄付金額が課税所得の1/4以下としてください。
（注２）委託費の弾力運用を行うためには、保育・教育運営課との事前協議が必要です。
（注３）丙は連帯保証人です。

合計 13,200,000円

寄付金
（注3）

丙
（年齢）

その他（委託費等） 6,240,000円

横浜市補助金（資料14　賃借料補助金の額） 6,960,000円

寄付金
（注1）

甲

（年齢）

見込んでいる

区　　分 法人との関係 金　　　　額 前年の課税所得

合計（a) 13,200,000円

土地 2,200,000円

建物 11,000,000円

年間賃借料 備考
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